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研究要旨 

 東日本大震災以降、危機における国の役割の強化が課題となっている。わが国は、絶え間

のない国際的なテロ活動などの国際状況を背景に、CBRNE テロに関する国際動向を適確

に把握し国内施策に反映することが重要な課題である。そこで、フェンタニル誘導体や第 4 世

代神経剤を含め CBRNE テロリズムに関連する化学物質について検討すべき化学物質の候

補を抽出し、対応について検討した。有機リン化合物やフェンタニル誘導体が新たな化学テロ

の脅威として挙げられ、これらに対応する上で、有機リン化合物の解毒剤の用法変更やフェン

タニル誘導体拮抗薬のキット化が課題として挙げられた。オーストラリアでの THN 研究では

様々なタイプのナロキソン製剤が幅広いアクセスサイトを通じて入手可能になったことにより、

オピオイド過剰摂取の状況下で少なくとも 1,649 人の過剰摂取者の蘇生が可能となっている。

また、放射線災害において、安定ヨウ素剤は、早期に被災者に配布する必要があり、被災地

域の人口構成を考慮して服用の優先順位を決定する必要がある。 

 

Ａ．研究目的  

 東日本大震災以降、危機における国の役割

の強化が課題となっている。わが国は、絶え間

のない国際的なテロ活動などの国際状況を背

景に、CBRNE テロリズム（以下、CBRNE テロ）

の脅威もある。また、新型コロナウイルス感染症

等の影響や健康危機管理への意識の高まりと

ともに、CBRNE テロに関する国際動向を適確

に把握し国内施策に反映することが重要な課

題である。更に、CBRNE テロで使用される危

険物質についての情報収集/共有・分析・対応

検討や、災害・危機管理情報等を迅速にリア

ルタイムに知ることができるリアルタイム危機管

理情報ソリューションの利活用、サイバーテロ

など従来とは異なる形態のテロリズムへの対応

策についても、検討が必要である。 Global 
Terrorism Database (GTD)は、1970 年以降に

世界中で発生したテロ事件の情報を含むオー

プンソースのデータベースであり、テロリズムと

インテリジェンス研究センターとメリーランド大

学テロリズムとテロリズムへの対応の研究のた

めの国立コンソーシアム（Study of Terrorism 

and Responses to Terrorism: START）によって

管理されている。GTD に報告された化学テロ

事件の特徴を把握し、使用された化学物質の

種類、関連する罹患率と死亡率、事件の地理、

意図された標的について詳しく理解することは、

地域の化学テロ対策活動を開発し、最適化す

る際に役立つと考えられている。Zahran らは、

GTD データベースを検索し、「化学」と分類さ

れた、あるいは事件の説明に「化学兵器」が含

まれるテロ事件すべてを特定し、各事件を検証

して 8 つの化学兵器カテゴリーのいずれかに

分類した。1970 年から 2015 年までの化学テロ

事件の総件数を、化学剤カテゴリー、負傷者数、

死亡者数、地理的地域、ターゲット別に分析し

た。化学剤カテゴリー別に負傷者数と致死者



数、平均負傷者数と致死者数を求めた。その

結果、156,772 件のテロ事件が GTD に報告さ

れ、そのうち 321 件（0.2％）が「化学」または「化

学兵器」事件として報告された。これらのうち、

292 件（90.1％）が分析のための包含基準を満

たしていた（重複報告および化学テロ剤を伴わ

ない事件は除外）。報告された化学剤カテゴリ

ー は 、 未 知 の 化 学 物 質 （ 30.5% ） 、 腐 食 剤

（23.3%）、催涙ガス（12.3%）、特定できないガス

（11.6%）、シアン化物（8.2%）、農薬（5.5%）、金

属（6.5%）、および神経ガス（2.1%）である。この

データセットに含まれる化学テロ事件は、1 件

あたり平均して 51 人の負傷者（薬剤間の平均

範囲：2.5-1622）と 7 人の死者（薬剤間の平均

範囲：0.0-224.3）をもたらした。神経ガス事件

（2.1％）は、1 件あたりの死亡者数（n=224）およ

び負傷者数（n=1622）の平均値が最も多かった

と報告した。また、2002 年に発生したモスクワ

劇場占拠事件（2002 年 10 月 23 日〜26 日）で

は、ロシア連邦保安庁の特殊部隊(アルファ部

隊)が突入し、KOLOKOL-1 と呼ばれる無力化

ガス(非致死性)を使用したが、後日、ロシア保

健省によって「フェンタニル誘導体を主成分と

するガスを使用した」と発表した。一方、1970〜

80 年代にかけてソビエト連邦で開発された第 4
世代神経剤であるノビチョクは、 VX ガスの 5
〜8 倍の殺傷能力を有し、2 種類の化学物質を

混合して使用するバオなり兵器として 2018 年 3
月・6 月にイギリスにてロシアの元諜報員等に

対して使用された。ノビチョクは、毒性、検知、

残存性、発症までの潜伏時間などが他の神経

剤と異なる可能性があると考えられている。そこ

で、2023 度は、フェンタニル誘導体や第 4 世代

神経剤を含め CBRNE テロリズムに関連する

化学物質について検討すべき化学物質の候

補を検索・抽出し、2024 度は、海外でのフェン

タニル誘導体拮抗薬のキット化製剤について

調査した。さらに、2025 年度は、放射線災害を

含めて備蓄医薬品の品目や品質が課題として

挙げられ、海外での放射線災害に使用される

医薬品について調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物質につ

いて検討すべき化学物質の候補の検索には、

PubMed 、 Google Scholar 、 CiNii 及 び

J-STAGE を用いた。PubMed は、NLM(米国国

立医学図書館:National Library of Medicine)

内 の 、 NCBI( 国 立 生 物  科 学 情 報 セ ン タ

ー :National Center for Biotechnology 

Information)が作成しているデータベースであ

る。Google Scholar は、Google が提供する論

文検索サイトであり、分野や言語を問わず、論

文を幅広く検索することができる。CiNii（サイニ

ー）は、国立情報学研究所が運営する論文デ

ータベースである。日本語の論文や大学図書

館の本、雑誌、博士論文の情報を検索すること

ができる。J-STAGE は、国立研究開発法人科

学技術振興機構 (JST) が運営する論文検索

サイトで、日本国内で発行された 3,000 誌以上

の幅広い分野の刊行物が公開されている。一

次検索として PubMed を用いて「terrorism」、

「 Chemical agents 」 、 「 Organophosphate 」 、

「Fentanyl」のキーワードで、2012 年から 2022
年の10年分の検索を行い、検索サイト（Google 
Scholar、CiNii 及び J-STAGE）にて追加情報

を収集した。収集した化学物質のうち、フェンタ

ニル誘導体拮抗薬のキット化に着目し、オース

トラリアでの管理方法や運用について調査し、

放射線災害を含めた備蓄医薬品に着目し、韓

国での管理方法や運用についても調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

 人を対象とした研究ではないため、倫理面の

問題はない。 

 



Ｃ．研究結果 

 PubMed を用いて「terrorism」及び「Chemical 
agents」のキーワードで、2012 年から 2022 年の

10 年分の文献を検索した結果、129 件が該当

した。検索した 129 件中、「Organophosphate」と

and 検索で 12 件の論文が、「Fentanyl」との and
検索で 4 件の論文が該当した。また、第 4 世代

神経剤であるノビチョク（Novichok）との and 検

索では、1 件の論文が該当した。オーストラリア

政 府 は 、 Pharmaceutical Benefits Scheme
（PBS）の一環として、Take Home Naloxone
（THN）予備研究に資金を提供した。THN の評

価は、主要な評価項目に取り組むために、一

次データ収集活動を併用した。量的データと

質的データの両方が、消費者 （THN の受領

者）としてパイロットに参加した人々と、ナロキソ

ンが提供された施設の第一線スタッフ（アクセ

スサイトスタッフ）から収集され、オピオイドとナ

ロキソンの供給と使用に関する行政データと調

査データの分析を収集した。その結果、18 ヵ月

間に 27,955 件のナロキソンが供給されたことが

記録されており、これに対して過去 2 年間の

PBS による供給は 3,579 件であった。図 1 に韓

国（KDMAT）の対テロ時に展開される診療サ

イトの処置室を示す。KDMAT は、放射線災害

や化学テロに備えてヨウ化カリウム剤（KI：安定

ヨウ素剤）、Ca-DPTA/ Zn-DPTA、プルシアン

ブルーを備蓄しており、その規模は 1,000 人に

対して 2 週間分の供給が可能となっている。ま

た、これら備蓄医薬品は 3 年ごとの更新が行わ

れている。 

 

図 1 対テロ時の処置室（KDMAT） 

 

Ｄ．考察  

 PubMed を用いて「terrorism」及び「Chemical 
agents」のキーワードで、2012 年から 2022 年の

10 年分の文献を検索した結果、「有機リン化合

物（Organophosphate）」と and 検索で 12 件の論

文が該当した。有機リン化合物の神経剤は、最

も致命的で容易に使用できる化学兵器の一つ

であり、テロの世界的な脅威を考えると、有機リ

ン化合物について基本的な理解を深めておく

ことが重要である。有機リン化合物には、サリン

（GB）、ソマン（GD）、VX などがある。1900 年

代前半から半ばにかけて、化学的に類似した

殺虫剤から開発され、その揮発性と兵器化の

可能性が第二次世界大戦中に利用されたが、

戦争中に使用されることはなかった。神経ガス

の最近の使用例としては、1995 年の地下鉄サ

リン事件、2017 年の金正男暗殺事件（VX のバ

イナリーフォームを使用）がある。最近では、セ

ルゲイ・スクリパルやアレクセイ・ナヴァルニー

の暗殺未遂事件で、VX よりも強力な「ノビチョ

ク」が使用されている。G 剤、V 剤、ノビチョク剤

はいずれもアセチルコリンエステラーゼ（ChE）

を阻害することで致死的に作用する。ヒトでの

アセチルコリンエステラーゼ作用の阻害は、神

経終末での神経伝達物質であるアセチルコリ

ンの分解を阻害するため、急性ムスカリン様症

状（流涎、流涙、排尿、下痢、嘔吐、気管支漏、

気管支攣縮、徐脈、縮瞳など）及び筋肉の線

維束性収縮や筋力低下など一部のニコチン様

症状を引き起こす。これらの症状は曝露から数

日～数週間後に神経障害が発生する可能性

がある。急性ムスカリン様症状に対しては、試

験的なアトロピンの投与が行われる。気管支漏

および気管支攣縮は、用量調節した高用量の

アトロピンを投与し、神経筋毒性にはプラリドキ

シムヨウ化物の適応となる。有機リン中毒は有



機リン化合物が生体内 ChE に結合してリン酸

化し、アセチルコリンの分解を阻止することによ

りアセチルコリンが蓄積して中毒症状を起こす。

プラリドキシムヨウ化物は、このリン酸エステル

を ChE より離脱させ、ChE の酵素活性を回

復させる。しかし、日本の保険診療においてサ

リンの解毒剤とされる「パム（プラリドキシムヨウ

化物）静注 500mg」は、サリンへの適応がない

ことや筋注ができないこと等の問題がある。一

方、「terrorism」及び「Chemical agents」のキー

ワードと「Fentanyl」の and 検索では、4 件の論

文が該当した。フェンタニル誘導体は、我が国

で、全身麻酔、保険適用の範囲で全身麻酔に

おける鎮痛、局所麻酔における鎮痛の補助及

び激しい疼痛(術後疼痛、癌性疼痛なで)に対

する鎮痛に対してフェンタニルが使用される。

フェンタニル中毒（過量投与）の症状は、薬理

作用の増強により重篤な換気低下を示す。換

気低下又は無呼吸の場合には酸素吸入を行

い、必要 に応じて呼吸の補助又はコントロー

ルを行う。呼吸抑制は麻薬拮抗剤の作用より

長く続くおそれがあるため、必要に応じて麻薬

拮抗剤(ナロキソン、レバロルファン等)の投与を

行う。ナロキソンは、オピオイド受容体において

麻薬性鎮痛剤の作用を競合的に拮抗すること

により、これらの薬剤（フェンタニル）に起因す

る呼吸抑制等の作用を改善する。我が国では、

処方箋医薬品であり、処方箋により使用される。

しかし、アメリカでは薬物の過量投与による死

亡例が 1999 年以降倍増しており、2013 年には

43,982 例の死亡が報告されている。これらのう

ち、オピオイド鎮痛薬の処方による死亡例は

16,235 例(37％、オキシコドン、ヒドロコドンなど)、

ヘロインによるものは 8,257 例(19％)であった。

薬物使用者および家族や友人の薬物過量摂

取を把握した場合、地域ベースの過量摂取予

防プログラムとして、専門家ではない一般人に

対し、ヘロインやオピオイドによる致死的な呼

吸抑制を改善するオピオイド拮抗薬であるナロ

キソンのキットを配布し、使用法の練習が提供

されている。 

有機リン化合物およびカーバメート化合物は、

消化管、肺および皮膚から吸収される。血漿お

よび赤血球コリンエステラーゼを阻害してアセ

チルコリンの分解を妨げ、アセチルコリンがシ

ナプスに蓄積する。カーバメート化合物は、曝

露から約 48 時間以内に自然に消失するが、有

機リン化合物はコリンエステラーゼに不可逆的

に結合する。治療には、アトロピンが気管支攣

縮および気管支漏の軽減のために十分な量で

投与され、神経筋症状の軽減するためにプラリ

ドキシムヨウ化物がアトロピンの後に投与される。

また、ベンゾジアゼピン系薬剤が痙攣発作に

対して使用される。シアン(C N -)は、3 価の鉄

イオン(F e3 +)と強い親和性を持ち、ミトコンドリア

内呼吸酵素であるシトクロム酸化酵素の Fe3+と

結合して酸化的リン酸化能を阻害する。その結

果、細胞内ミトコンドリア内におけるブドウ糖か

らのエネルギー産生が停止して酸素が組織に

供給されても利用できない組織酸素代謝失調

を引き起こす。シアン中毒では、解毒療法とし

て亜硝酸・チオ硫酸療法が確立されている。亜

硝酸・チオ硫酸療法は、酸化剤として亜硝酸ア

ミルや亜硝酸ナトリウムを投与することにより、

人為的にヘモグロビンの Fe2＋を Fe3＋（メトヘモ

グロビン）に変え、シアンメトヘモグロビンを形

成させ、シアンとシトクロムオキシダーゼの Fe3＋

との結合を解離させる。さらに、亜硝酸アミルや

亜硝酸ナトリウムに加えてロダネーゼの基質と

してチオ硫酸ナトリウムを投与し、メトヘモグロ

ビンと結合したシアンをチオシアン酸に変化さ

せて尿中へ排泄する。しかし、チオ硫酸ナトリ

ウムは、作用発現が遅いため、亜硝酸ナトリウ

ムあるいはヒドロキソコバラミンとの併用が推奨

されている ヒドロキソコバラミンは、分子の三価

のコバルトイオンに結合している水酸イオンと



シアンイオンが置換することにより、シアノコバ

ラミンが形成され、尿中に排泄される。ジメルカ

プロールは、金属イオンに対する親和性が強く、

体内の諸酵素の SH 基と金属イオンの結合を

阻害する。また、既に結合が起こっている場合、

金属と結合して体外への排泄を促進し、阻害さ

れていた酵素の活性を賦活する効果を示す。

ジメルカプロールは、ヒ素、水銀、鉛、銅中毒に

有効であることが確認されており、金、ビスマス、

クロム、アンチモンによる中毒の毒性を低下さ

せるがウラニウムには無効である。ペニシラミン

は、鉛・水銀・銅などの重金属とキレート化合物

を生成しその排泄を促進させる。ウイルソン病

の治療では、ペニシラミン 2 分子が血清銅 1 

分子と 結合して可溶性のキレートを形成し、

尿中排泄を促進する。プルシアンブルーは、

腸管内で放射性セシウムおよびタリウムを捕獲

し、体内に再吸収されないように働き、捕獲さ

れた放射性セシウムおよびタリウムはそのまま

腸管内を移動し、便として体外へ排泄される。

メチレンブルー（メチルチオニニウム塩化物）は

メトヘモグロビン形成物質によるメトヘモグロビ

ン血症に対して用いられる。メチルチオニニウ

ム塩化物は、赤血球において、NADPH 還元

酵素存在下でメチルチオニニウム塩化物により

生成したロイコメチレンブルーが、メトヘモグロ

ビンをヘモグロビンに還元して、メトヘモグロビ

ン血症を改善する。ホメピゾールは、肝臓アル

コールデヒドロゲナーゼによるエチレングリコー

ルあるいはメタノールの代謝を阻害し、それら

から生成されるグリコール紗案、ギ酸、シュウ酸

などの有害な代謝物の生成を抑制することによ

り、エチレングリコール中毒あるいはメタノール

中毒における中毒症状を改善する。医薬品の

使用期限は、製造された後にその安全性や有

効性が保証される期間を指す。一般的に、医

薬品の使用期限は製造日から数年間とされて

いるが、具体的な期間は製品や成分によって

異なる。一般的に、使用期限は、安全性の確

保、有効性の確保、安定性の確保の要素を考

慮して決定される。製造業者は、通常の保存

条件での安定性テストに加えて、加速試験を

行うことがある。加速試験により、製品の長期間

の安定性を予測し、使用期限が決定される。 

わが国では、原子力災害が発生した場合に

備えて原子力災害医療を適切に実施するため、

都道府県、原子力発電所が設置してある地方

自治体、消防機関、原子力事業者及び高度被

ばく医療支援センターなどは、その役割に応じ

て要員や資機材の確保、訓練の実施など、あ

らかじめ必要な体制が整備されている。高度被

ばく医療支援センター（弘前大学、福島県立医

科大学、量子科学技術研究開発機構、福井大

学、広島大学、長崎大学）は、平時では主に高

度専門教育研修等を行うとともに、原子力災害

時には原子力災害拠点病院では対応できな

い高度専門的な診療及び原子力災害拠点病

院等への医療支援等を行う。また、原子力災

害医療・総合支援センターは、平時では主に

原子力災害拠点病院に対する支援や関連医

療機関とのネットワークの構築を行うとともに、

原子力災害時には原子力災害医療派遣チー

ムの派遣調整等を行う。原子力災害が発生し

た場合、被ばく傷病者等への対応が想定され

ることから、都道府県、消防機関、自衛隊、原

子力事業者及び防災関係機関は、その役割

に応じて避難退域時検査や簡易除染、高線量

被ばく傷病者等の治療を行う高度被ばく医療

支援センターなどへの搬送などの医療活動を

実施する。都道府県薬剤師会は、都道府県の

要請により災害薬事コーディネーターを都道

府県の災害対策本部に設置される保健医療

福祉調整本部に派遣し、災害支援薬剤師の派

遣調整を行う。また、災害支援薬剤師は指定

避難所などに隣接する場所に設置される避難

退域時検査会場や指定避難所に派遣される



避難退域時検査班、医療救護班、健康管理班

の一員として救護活動にあたる。安定ヨウ素剤

の配布に当たっては、事前配布の場合は医師

の関与の元で配布、緊急配布の場合は地方

公共団体職員等が配布するとしているが、平

時の計画においてはできる限り医師や薬剤師

が関与する体制整備を求めている。また、都道

府県薬剤師会は、原子力災害が発生した場合

に住民等の放射線被ばくに関する不安への対

応のため、心身の健康に関る相談体制がとら

れる。原子力災害により放射性物質が周辺環

境に放出された場合、放射性物質のうち放射

性ヨウ素が吸入、経口摂取等により体内に取り

込まれると、放射性ヨウ素は甲状腺に選択的に

集積するため、放射性ヨウ素による内部被ばく

の影響により数年から数十年後に甲状腺がん

等を発症するリスクが上昇する。また、その影

響は年齢が低いほど大きいとされている。放射

性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくは、安定ヨ

ウ素剤を適切なタイミングで服用することにより

予防又は低減をすることができる。ただし、安

定ヨウ素剤の効能又は効果は放射性ヨウ素に

よる甲状腺の内部被ばくの予防又は低減をす

ることのみであり、放射性物質に対する万能の

治療薬ではない。安定ヨウ素剤は甲状腺以外

の内部被ばく及び希ガス等による外部被ばく

には全く効果がなく、避難、一時移転、屋内退

避、飲食物の摂取制限等の他の防護措置と組

み合わせて活用することが重要である。安定ヨ

ウ素剤の服用は、その効果を最大限に生かす

ため、40 歳未満の者を対象として原則１回の

みの服用となる。特に新生児、乳幼児や妊婦

の服用を優先させる。なお、40 歳以上につい

ては、放射線被ばくにより誘発される甲状腺発

ガンのリスクが認められないことから服用の対

象とならない。安定ヨウ素剤の副作用は、急性

のアレルギー反応と甲状腺ホルモンの分泌異

常による中長期的な健康影響が考えられる。ヨ

ード系造影剤により引き起こされるようなアナフ

ィラキシーショックを含むアレルギー反応は、ヨ

ウ素含有量や投与方法等が異なり、安定ヨウ

素剤の服用で生じる可能性は極めて低い。ま

た、安定ヨウ素剤に含まれるヨウ化カリウムによ

りアレルギー症状が生じる可能性は 極めて低

く、ヨウ化カリウム以外の添加物についても、他

の薬剤及び食品添加物として汎用されている

使用実績や、含有量が微量である点からも安

全性は極めて高いといえる。甲状腺ホルモン

の分泌異常による中長期的な健康影響につい

ても、単回服用で生じる可能性は極めて低い。

アナフィラキシーショックを含む急性のアレルギ

ー反応は極めてまれだが、救護所等での体制

整備や受入れ可能な医療機関との連携等に

努め、適切な対応をとる必要がある。また、甲

状腺ホルモンの分泌異常による中長期的な健

康影響は、妊婦の単回服用の場合、一般成人

のデータによると甲状腺機能は正常範囲内の

一過性の変化であると考えられ、経過観察を

優先すべき対象者は新生児となる。服用後数

日以降の経過観察について、特に新生児が服

用した場合の甲状腺機能低下症については

配慮が必要であり、血液検査等による確認を

行うことが考えられる。安定ヨウ素剤の服用トリ

アージ（優先順位の決定）も、災害時には考慮

されるべきである。 

 

Ｅ．結論 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物質につ

いて検討すべき化学物質の候補について検

索エンジンを用いて検索した。その結果、有機

リン化合物やフェンタニル誘導体が新たな化

学テロの脅威として挙げられ、これらに対応す

る上で、有機リン化合物の解毒剤の用法変更

やフェンタニル誘導体拮抗薬のキット化が課題

として挙げられた。オーストラリアでの THN 研

究では様々なタイプのナロキソン製剤が幅広



いアクセスサイトを通じて入手可能になったこと

により、オピオイド過剰摂取の状況下で少なくと

も 1,649 人の過剰摂取者の蘇生が可能となり、

1 日に 3 人の命が救われたことが推定された。

さらに、放射線災害において、安定ヨウ素剤は、

早期に被災者に配布する必要があり、被災地

域の人口構成を考慮して服用の優先順位を決

定する必要がある。 
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Care Assistance Team の発足と 多機関

連携への取り組み，第 30 回日本災害医

学会総会・学術集会記念大会，名古屋，

2025 年 3 月 6 日 

46) 災害薬事コーディネーター研修における

クロノロジー共有アプリの実証実験，第 30
回日本災害医学会総会・学術集会記念

大会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

47) 大規模災害時の医薬流通に関する根本

的な課題の解決に向けて～薬 DIG の成

果と課題～，第 30 回日本災害医学会総

会・学術集会記念大会，名古屋，2025 年

3 月 6 日 

48) 災害時「食べる」連携研修コース

（D-EATs）設立に向けた試み，第 30 回日

本災害医学会総会・学術集会記念大会，

名古屋，2025 年 3 月 6 日 

49) ンターネット上における医薬品過剰摂取

に関する情報検索行動の解析，第 30 回

日本災害医学会総会・学術集会記念大

会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

50) 災害時医薬品在庫管理アプリ

「MedStock」の構築，第 30 回日本災害医

学会総会・学術集会記念大会，名古屋，

2025 年 3 月 7 日 

51) 卒前教育としての災害ロジスティクスにお

ける多職種連携教育の効果，第 30 回日

本災害医学会総会・学術集会記念大会，

名古屋，2025 年 3 月 8 日 

52) 和 6 年能登半島地震における災害薬事

コーディネーター業務，第 30 回日本災害

医学会総会・学術集会記念大会，名古屋，

2025 年 3 月 8 日 

53) 災害医療ロジスティクス演習から考える多

職種連携における薬剤師の役割，第 30
回日本災害医学会総会・学術集会記念

大会，名古屋，2025 年 3 月 8 日 

54) 履修者として関わった医系学生災害医療

ロジスティクス演習で得られたもの，第 30
回日本災害医学会総会・学術集会記念

大会，名古屋，2025 年 3 月 8 日 

55) 日本国内における薬物乱用防止啓発活

動が人々の関心に与える影響，日本薬学

会第 145 年会，福岡，2025 年 3 月 27 日 

56) 日本国内でのオーバードーズ関連情報の

検索行動解析，日本薬学会第 145 年会，

福岡，2025 年 3 月 27 日 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ：なし 


